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届出方法について（寄宿舎） 

事業場の所在地を管轄する各労働基準監督署へ、以下の方法で届け出てください。 

（１） 寄宿舎設置・移転・変更届（事業附属・建設業附属） 

・ 常時 10 人以上の労働者を就業させる事業、厚生労働省令で定める危険な事業又は衛生上有害

な事業の寄宿舎を、設置・移転・変更しようとする工事着手の14日前までに、 

①+②+③を、正副２部（原本＋写し）提出してください。 

・ 正本（原本）は監督署届出用、副本（写し）は会社控え用としてお返しします。 

① 事業付属･････事業附属寄宿舎設置・移転・変更届（寄宿程様式１号） 

建設業付属･･･建設業附属寄宿舎設置・移転・変更届（建寄程様式） 

② 配置図（周囲の状況及び四隣との関係を示す図面） 

③ 平面図・断面図（建築物の各階） 

※ 寄宿舎の一部を設置、移転、変更しようとするときは、その部分のみの記載があれば足ります。 

（注意点） 

・ 元請が準備した寄宿舎を下請も使用する場合は、元請・下請ともに届出が必要です。 

・ Ａ工事で使用していた寄宿舎を、Ｂ工事でも使用する場合、改めて届出が必要です。 

・ 別の用途で使っていた建物を寄宿舎として使う場合も、届出が必要です。 

（２） 寄宿舎規則（変更）届 

・ 寄宿舎規則作成後、遅滞なく、 

①＋②+③（+④）を、正副２部（原本＋写し）提出してください。 

① 寄宿舎規則（変更）届（任意様式） 

② 同意書（任意様式、寄宿舎に寄宿する労働者の過半数を代表する者の同意書） 

③ 寄宿舎規則本体 

④ 他人所有に係る建物を寄宿舎として使用することに関する添付書（任意様式） 

･･･建設業附属寄宿舎であって、他人が所有する建物を寄宿舎として使用する場合 

（注意点） 

・ 元請が準備した寄宿舎を下請も使用する場合は、元請・下請ともに届出が必要です。 

・ Ａ工事で使用していた寄宿舎をＢ工事でも使用する場合、改めて届出が必要です。 

・ 別の用途で使っていた建物を寄宿舎として使う場合も、届出が必要です。 

（３） 郵送の場合 

・ 上記に加えて、以下の２点を添えて、提出してください。 

提出いただいた内容等に問題がなければ、監督署に到着した日付で受理いたします。 

① 返送用の切手及び封筒（封筒に切手を貼り付け、返送先を記入してください。） 

② 送付状（内容物と数量について適切に確認するため、ご協力ください。） 

※ 個人情報漏洩防止（郵便事故防止）のため、記録付き郵便（特定記録やレターパック等）の利用にご

協力をお願い申し上げます。 
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（４） その他ご案内 

・ 窓口への持参、郵送による届出のほか、電子申請（e-gov）もご利用いただけます。 

・ 郵送・電子申請の処理は、各監督署において、到着したものから順番に処理を行っています。

例年、年度末・年度始めは、36 協定や就業規則などの各種届出が、大変混み合います。控え

が手元に届くまで、しばらくお待ちいただきますようお願い申し上げます。 

 

 

 

（参考）事業附属寄宿舎の範囲（昭和 23年 3月 30日付け基発508号） 

 

事業附属寄宿舎の範囲は、次の通りである。 

 

1  寄宿舎とは常態として相当人数の労働者が宿泊し、共同生活の実態を備えるものをいい、

事業に附属するとは事業経営の必要上その一部として設けられているような事業との関連を

もつことをいう。したがって、この二つの条件を充たすものが事業附属寄宿舎として法第十

章の適用を受けるものである。 

2 寄宿舎であるか否かについては、概ね次の基準によって総合的に判断すること。 

（1） 相当人数の労働者が宿泊しているか否か 

（2） その場所が独立又は区画された施設であるか否か 

（3） 共同生活の実態を備えているか否か、すなわち単に便所、炊事場、浴室等が共同となって

いるだけではなく、一定の規律、制限により労働者が通常、起居寝食等の生活態様を共にし

ているか否か 

 したがって、社宅のように労働者がそれぞれ独立の生活を営むもの、少人数の労働者が事

業主の家族と生活を共にするいわゆる住込のようなものは含まれない。 

3 事業に附属するか否かについては、概ね次の基準によって総合的に判断すること。 

（1） 宿泊している労働者については、労務管理上共同生活が要請されているか否か 

（2） 事業場内又はその付近にあるか否か 

 したがって、福利厚生施設として設置されるいわゆるアパート形式寄宿舎は、これに含ま

れないこと。 
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